
テモナSMS利用規約

テモナ株式会社（以下、「当社」と言います)が提供する「テモナSMS」（以下、「本サービス」と言い
ます）をご利用されるお客様は、本規約に基づいて本サービスをご利用ください。

第１条 （本規約の適用）
1. 本規約は、当社が提供する本サービスを利用するお客様（以下「利用者」と言います）と当社

との間に適用されます。
2. 利用者は、あらかじめ本規約に同意の上で本サービスの利用の申込みをするものとします。

第２条 （本規約の変更）
1. 当社が本規約を変更した場合は、それ以後、変更後の規約が適用されるものとします。
2. 当社が本規約を変更しようとする場合は、変更後の本規約の効力発生日の2週間前までに、

本規約変更の旨及び変更内容と効力発生日を当社ウェブサイト（URL：
https://subscription-store.com/pdf/temonasms.pdf）で掲示し、又は利用者に電子メールで
通知します。

第３条(パートナーサービス)
1. 本サービスは、本サービスに係る当社のパートナーである株式会社メディア4u(以下「パート

ナー企業」と言います)から OEM 提供を受けるサービス(以下「パートナーサービス」と言いま
す)の全部又は一部を利用して、当社から利用者へ本サービスを提供します。

2. 利用者は、本サービスの利用にあたり、パートナー企業の規定する契約条件や利用規約(「メ
ディアSMS利用規約」( URL : https://www.media4u.co.jp/terms)、随時パートナー企業によ
り修正されることがあり、その場合には修正されたものを含みます。以下「パートナー規約等」
と言います)において契約者が負う義務と同等の義務に拘束されることに同意するものとしま
す。なお、パートナー規約等内で利用者が負う義務は当社に対しても負うものとします。ただ
し、利用者はパートナー企業に対して利用料金を支払う義務を負わず、当社に対して利用契
約に基づく料金を支払う義務を負います。

3. 本規約の内容と、パートナー規約等の内容が異なる場合は、当社が本規約の規定に優先し
て適用すると明示しない限り、本規約の規定が優先して適用されるものとします。

4. 当社は、利用者に対する本サービスの提供に関して必要となる業務の全部又は一部を当社
の判断にてパートナー企業やその他当社又はパートナーが指定する第三者(以下、「再委託
先」と言います)に再委託することができます。この場合、当社は再委託先に対し、当該再委
託業務の遂行について本規約に定める当社の義務と同等の義務を負わせるものとします。

5. 利用者は、当社が、本サービスの提供のために、利用者提供情報（個人情報を含みますがこ
れに限りません）をパートナー企業や再委託先に対し提供することに同意します。また、当社
は、利用者による本サービスのご利用状況を、パートナー企業から取得することができるもの
とします。

第４条 （契約成立と納品）
1． 利用者は、本サービスの利用を希望する際、当社所定の申込書を提出することにより本サー

ビスの利用に関する当社と利用者との間の契約（以下「利用契約」と言います）の締結の申
込を行うものとします。

2． 利用契約は、次項に規定する申込みの不承諾事項に該当しない限り、利用者が、申込書を
当社に提出した時点で成立するものとします。なお、利用者は、本規約の内容を承諾の上、
申込を行うものとし、利用者が申込を行った時点で、当社は、利用者が利用規約の内容を承
諾しているものとみなします。

3． 当社は、次の各号の一に該当する場合には、利用契約の申込を承諾しないことがあります。
(1) 過去に本規約に違反するなどしたために利用契約を解除したことがある、若しくは本サービ

ス又は当社が提供する他のサービスの利用を停止されていることが判明した場合
(2) 本サービスの利用申込の際に、利用者の申告事項について、虚偽の記載、誤記、又は記載

漏れがあった場合
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(3) 本サービスの料金又は当社の提供する他のサービスの料金等について、利用者に支払債
務の履行遅延又は不履行があった場合

(4) その他、当社又はパートナー企業が承諾することを適当でないと判断した場合
4． 本サービスの納品は、本サービスを利用するための管理 ID、パスワード等アカウントに関す

る情報（以下「アカウント情報」と言います）を、当社が利用者に対し、メール若しくはファック
スにて通知し、それらの内容を利用者が閲覧可能な状況になった時点といたします。

第５条 （契約の有効期間）
1． 利用契約の有効期間は、利用契約で定めるものとします。期間満了の1ヶ月前までに、利用

者若しくは当社から契約を更新しない旨の文書による明確な意思表示がなされない場合は、
当初申込契約期間での自動更新となり、以後も同様とします。

2． 利用者は、解約しようとする場合には、1ヶ月前までに当社に書面により連絡するものとし、こ
の場合に、当社は、利用規約に基づくサービスの提供を終了するものとします。なお、更新
後の契約について、解約する場合は、利用者から1ヶ月前までに当社に書面により連絡する
ものとします。

第６条 （利用料金）
1． 本サービスの利用料金は、利用契約に記載された料金に従うものとします。
2． 当社は、急激な物価水準の上昇等の外部環境の変化から必要に応じて前項の料金を変更

することが出来るものとします。但し、利用契約期間中に変更が生じた場合は、次の契約更
新時までは従前の料金に従うものとします。

3． 本サービスの利用料金の計算は1か月単位とし、月額利用料をお支払いいただく場合で
あって、月半ばでの利用開始又は理由の如何を問わず終了した場合でも、日割りは行わな
いものとします。

第７条 （利用料金の支払方法）
1． 利用者は、所定の利用料金を毎月指定期日までに所定の方法で支払うものとします。
2． 当社は、利用者に対し、利用料金額を指定期日の20日前までに請求書又は電子メール等

にてお知らせします。
3． 利用者が利用料金の支払いを遅滞した場合は、支払済みまで未払い額に対する年率14.6

パーセントの割合の遅延損害金を付して、当社に支払うものとします。
4． 利用者が利用料金の支払いを遅滞した場合は、当社は、当該利用者に対する本サービス

の提供を停止できるものとします。
5． 利用者は、利用料金の支払いの際、当該利用料金に消費税相当額を付して支払うものとし

ます。

第８条 （サービスの提供区域）
本サービスの提供区域は、日本国内とします。

第９条 （サービス提供の責任）
1． 当社は、当社の本サービス用設備を本サービスが円滑に提供されるよう管理を行い、サービ

ス品質の維持に努めます。ただし、不測の事態により本サービスが利用できないような場合
があることを利用者は予め了解するものとします。

2． 当社は、本サービスの提供又は利用について障害があることを知ったときは、可能なかぎり
すみやかに利用者にその旨を通知します。

3． 当社は、当社の設置した本サービスに関する設備に障害が生じたことを知ったときは、すみ
やかに当該設備を修理又は復旧します。

4． 当社は、本サービスに関する設備等に接続する当社が借り受けた電気通信回線について障
害があることを知ったときは、当該電気通信回線を提供する電気通信事業者に修理又は復
旧を依頼します。

5． 当社は、本サービスに関する設備等の設置、維持及び運用に係る作業の全部又は一部(修
理及び復旧を含みます) を当社の責任において指定する第三者に委託することができます。



第１０条 （サービス提供の停止処置）
1． 次の各号のいずれかに該当する場合には、当社は、本サービスの提供を停止出来るものと

します。
(1) 本サービス提供用のシステムの保守又は工事の都合上やむを得ないとき
(2) 火災・停電等により本サービスの提供が出来ないと当社が判断したとき
(3) 地震、噴火、洪水、津波等の天災、若しくは戦争、変乱、暴動、騒乱、労働争議等によ

り本サービスの提供が出来ないと当社が判断したとき
(4) 第１種電気通信事業者が電気通信サービスを停止したとき
(5) パートナー企業がパートナーサービスの当社への OEM 提供を中断又は中止した場

合
(6) その他、運用上又は技術上の理由で本サービスの停止が必要であると当社が判断し

たとき
2． 利用者に、次のいずれかの事由があった場合には、当社は、本サービスの提供を停止し、

契約を終了させることが出来るものとします。
I. 利用者が本規約に違反、又は違反する恐れのあるとき
II. 第１４条に定める禁止事項に該当し、サービスの運営を妨げ、又は妨げる恐れのあるとき
III. 以下の各号に該当するとき

(1) 当社への申込、連絡内容等に虚偽があったことが判明したとき
(2) 支払停止又は支払不能となったとき
(3) 手形又は小切手が不渡りとなったとき
(4) 差押・仮差押処分を受けたとき、又は競売若しくは仮処分の申立を受けたとき
(5) 破産手続開始、特別清算開始、会社更生手続開始又は民事再生手続開始の申立が

あったとき
(6) 解散又は営業の全部若しくは重要な一部を第三者に譲渡したとき
(7) 支払期日を過ぎてもなお利用料金等を支払わないとき
(8) 当社からの問い合わせその他回答を求める連絡に対し、14日以上応答がないとき
(9) その他、当社が本サービスの利用又は利用者としての継続を適当でないと判断した場

合
3． 第１項の規定により当社が本サービスの提供を停止する場合は、事前に当社ウェブサイト

にその旨を掲載又は利用者にその旨を電子メールで通知し、第２項により当社が本サービ
スの提供を停止する場合は、事前に利用者に電子メールあるいは書面にて通知します。但
し、緊急やむを得ないと当社が判断した場合は、この限りではありません。

第１１条 （サービス内容の変更及び廃止）
1. 当社が、必要であると判断した場合、本サービスの内容の変更、又は廃止を出来るものとし

ます。
2. 当社は、前項の規定により本サービス内容の変更、又は廃止をする場合には、利用者に対

し、当該変更若しくは廃止の日の少なくとも1ヶ月前までに電子メール等によりその旨を通知
します。但し、サービス品質向上のためのメンテナンス及び緊急メンテナンスは、含みませ
ん。

第１２条 （権利の帰属）
本サービスに関して掲示若しくは提供されるすべてのドキュメント若しくはプログラムについては、
その著作権、営業秘密、その他一切の知的所有権は、当社あるいはその著作者・開発者等に帰
属します。

第１３条 （反社会的勢力の排除）
1． 当社は、暴力団、暴力団関係企業・団体若しくはこれに類する反社会的勢力（以下、「反社

会的勢力」と言います）及び反社会的勢力の構成員又はその関係者（以下、「反社構成員
等」と言います）との関係を遮断しており、反社会的勢力及び反社構成員が本サービスを利
用することをお断りしております。このため、利用者は反社会的勢力及び反社構成員等で



はないことを表明し、保証した上で、本サービスを利用するものとします。
2． 利用者が反社会的勢力若しくは反社構成員等であると当社が判断した場合、又は利用者

が反社会的勢力であることをうかがわせる利用方法若しくは反社会的勢力を助長する運用
を行った場合、アカウントの停止等の防止措置を通告無しに講じます。

第１４条 （禁止行為）
1． 利用者は、本サービスを利用するにあたり、次の各号の行為を行ってはならないものとしま

す。
(1) 本サービスの意図する目的ではない目的でのサービスの使用
(2) 本サービスの利用のために提供されるドキュメント若しくはプログラムに関し、当社又

は第三者の著作権その他の知的財産権を含む一切の権利を侵害し、又は侵害するお
それのある行為

(3) 本サービスの利用のために提供されるドキュメント又はプログラムを、当社による事前
の書面による承諾なしに、第三者に譲渡、貸与、又は開示すること

(4) 本サービスの提供を受ける権利及びＩＤ、パスワードを第三者に貸与、譲渡、名義変
更、売買、質入すること

(5) 本サービスの運営を妨げると当社が判断する行為
(6) 管理ＩＤ又はパスワードを不正に使用する行為、コンピュータウィルス等他人の業務を

妨害する若しくは妨害する恐れのあるコンピュータ・プログラムを本サービスを利用して
第三者に提供する行為

(7) 当初の目的以外に、当社のサーバーやその他の設備に対し、過大な負荷がかかるよ
うな行為

(8) 故意によるサーバーや設備等の故障につながるような行為
(9) 当社の社会的信用を毀損する行為

(10) 受信者に無断で広告、宣伝若しくは勧誘のメール（未承諾広告、スパムメール、受信
者が希望しないメール）を送信する行為

(11) 特定電子メールの送信の適正化等に関する法律その他国内法令に反する行為
(12) 公序良俗に反する行為

2． 前項各号のいずれかの事由に該当した場合、利用者は、当社に対して負っている債務の
一切について当然に期限の利益を失い、直ちに当社に対してすべての債務を支払わなけ
ればなりません。

3． 当社は、本条に基づき、当社が行った行為につき、利用者に生じた損害について一切の責
任を負いません。

第１５条（利用者の遵守事項等）
1． 利用者は、本サービスの利用にあたり、必要な機器、ソフトウェア、及び通信にかかる費用を

自ら負担するものとします。
2． 利用者が本規約に違反して当社に損害を与えた場合、利用契約の解約の有無にかかわら

ず、当該損害について賠償する責任を負うものとします。ただし、利用者の責めに帰すことが
できない事由により生じた損害についてはこの限りではないものとします。

3． 利用者は、本サービスの利用にあたり、アカウント情報及び一切のデータを、本サービス上
のみに配置するのではなく、バックアップをするなど、自己の責任において管理するものとし
ます。

4． 利用者は、アカウント情報及び一切のデータについて、各自の責任において管理するものと
します。万が一、利用者のアカウント情報及び一切のデータの消失、改変が生じた場合等に
ついて、当社は責任を負いません。

5． 利用者は、当社プライバシーポリシーに従って当社がユーザーの利用情報を取扱うことにつ
いてあらかじめ同意するものとします。

6． 利用者は、本サービスの申込内容に変更が生じた場合は、速やかに所定の方法により当該
情報の変更手続を行うものとします。
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第１６条 （情報の取扱い及び管理責任）
1． 利用者は管理ＩＤ及びパスワードを厳重に管理しなければならないものとし、これを当社の

書面による許可なく第三者に利用させ、又は貸与、譲渡、名義変更、売買等をしてはならな
いものとします。但し、紛失により本サービスの利用が出来なくなったときは、所定の手続き
に基づいて当社は再発行に応ずるものとします。

2． 利用者側の故意及び重過失で管理ＩＤ及びパスワードが使用できなくなった場合、この復旧
及び再設定の費用として、利用者はその費用を負担するものとします。

3． 利用者は本サービスを利用して取得した個人情報は、利用者自身の責任において管理す
るものとします。サーバー及びオンライン外での漏洩について当社は責任を負わないものと
します。

4． 利用者が本サービスを利用して取得した個人情報について、当社は善良なる管理者として
取り扱いいたします。また、同個人情報について、当社は利用者からの書面による要請及
び承諾なく利用することはなく、契約期間終了後、速やかに本サービスより消去いたしま
す。

5． 利用者は本サービスを利用して送信したメールにエラー(アドレス不定、送信先のメールフィ
ルターによる受信拒否等)が発生し、返送されてきたエラーメールなどは利用者自身が管理
するものとします。

第１７条 （秘密保持）
1． 当社及び利用者は、本サービスの提供又は利用するうえで知り得た、相手方の営業上、技

術上の情報（以下「機密情報」と言います）を、善良な管理者の注意をもって機密に保持する
ものとします。

2． 前項の規定に関わらず、次の各号の一に該当する情報は機密情報として扱わないものとし
ます。
(1) 一般に入手できるもの
(2) 当社が既に保有しているもの
(3) 当社が本サービス外で独自に開発したもの
(4) 当社が第三者から適法に入手したもの

3． 本条の規定は、本サービスが解約等により終了した後も有効に存続するものとします。
4． 当社は、利用者に対する本サービスの提供を終了した時点で利用者が本サービスを利用し

て記録した情報の一切を破棄するものとします。

第１８条 （免責事項及び損害賠償）
1． 第１０条 に定める場合を除き、当社の責めに帰すべき事由により、利用者が本サービスを

利用できなかったことにより（以下「利用不能」という）、当該利用者に損害が発生した場合
であって、当該利用者が利用不能となったことを当社が知った日時から起算して72時間以
上利用不能の状態が継続したときに限り、当社は、その利用不能時間を24で除した数(小
数点以下の端数は切り捨てるものとします) に利用することができなかった本サービスにか
かる月額費用の30分の1を乗じて得た金額を賠償するものとします。

2． 前項の損害及びその他の当社の責めに帰すべき事由により本サービスの利用に関して利
用者が被った損害の賠償の額は、以下に定める額を超えないものとします。また、本規約
に特段の定めがない限り、当社が賠償する損害の範囲は、当該利用者に現実に発生した
通常かつ直接の損害（当社の予見の有無を問わず特別の事情から生じた損害、及び逸失
利益は含みません）とします。ただし、損害の発生原因が、当社の故意又は重過失による
場合は、利用者に現実に生じた直接かつ通常の損害を賠償するものとし、上限は適用され
ないものとします。

（１） 当該事由が生じた月の前月末日から初日算入にて起算して、過去６ヶ月間に発生した当
該本サービスに係る料金の平均利用料金（１ヶ月分）

（２） 当該事由が生じた月の前月末日から初日算入にて起算して本サービスの開始日までの
期間が１ヶ月以上ではあるが６ヶ月に満たない場合には、当該期間（１月未満は切捨て）に発
生した当該本サービスに係る料金の平均利用料金（１ヶ月分）

（３） 前各号に該当しない場合には、当該事由が生じた日の前日までの期間に発生した当該



本サービスに係る料金の平均日額料金（１日分）に３０を乗じた額
3． 前２項の定めにかかわらず、パートナーサービスに起因して利用者に生じた損害について

は、いかなる損害であっても、当社がパートナー企業より現実に賠償を受けた額を超えて補
償しないものとします。

4． 本サービスを提供する機器の故障、トラブル、停電等並びに通信回線の異常等の当社の予
想を超えた不可抗力により利用者情報その他利用に関する情報が消失又は紛失すること
があります。また、システム障害によっても利用者情報その他利用に関する情報が消失又
は紛失する場合があります。当社は、当社に故意又は重大な過失がある場合を除いて、か
かる事態の発生により利用者情報又は利用に関する情報が消失した場合、これにより発生
した損害につき一切責任を負いません。

5． 当社は、本サービスの利用に関して、利用者と第三者との間に紛争が生じた場合、一切の
責任を負わないものとします。

6． 利用者がアカウント情報を第１５条第１項に違反して管理した場合には、利用者は管理ID、
パスワードのアカウント情報によりサービス上でなされた一切の行為及びその結果につい
て、当該行為を自己が行ったか否かを問わず、責任を負います。

7． 利用者は、本サービスの利用又はサービスを利用してなした全ての行為とその結果につい
て責任を負うものとし、本サービスの利用により当社又は第三者に対する損害を与えた場
合、利用者自身の責任と費用をもって解決するものとします。

8． 利用者が本サービスの利用申込み時に記載した内容に不備があり、その不備が原因で利
用者に不利益が発生した場合の責任は、利用者にあるものとします。

第１９条（分離可能性）
本規約のいずれかの条項又はその一部が、法令等に基づいて無効又は執行不能と判断された
場合であっても、本規約の残りの規定及び一部が無効又は執行不能と判断された規定以外の部
分は、継続して完全に効力を有するものとします。

第２０条 （準拠法）
本規約及びこれに関する一切の法律関係については、日本国法を準拠法とし、本規約は、日本
国法に従って解釈されるものとします。

第２１条 （協議条項）
本規約に定めのない事項、又は本規約の解釈について疑義が生じた場合は、当社と利用者は本
規約の趣旨に従い、誠意を持って協議し、解決するものとします。

第２２条 （合意管轄）
当社と利用者との間に紛争が生じた場合、東京地方裁判所又は東京簡易裁判所を第一審の専
属的合意管轄裁判所とします。


